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洋風建築物
《 建築物 》

《 工作物 》

【伝統的建造物】

【必要物件】

和風建築物

伝統的建造物群
保存地区界

門
塀
柵

燈ろう

樹　木
石　垣
石　段

鳥　居
街　燈

神⼾市北野町⼭本通
伝統的建造物群保存地区

壁･軒裏断面
壁・軒裏等を準耐火構造とする

（外）（内）

〈例〉 法第 44 条のみ抵触している住宅の場合

①  代替の安全対策について

②  住宅用防災警報器など及び消火器の設置について

石膏ボード 12mm

木材 （下見板）

金属板 石膏ボード
     15mm

連動型住宅用防災警報器・消火器を設置する

２ｍ２ｍ

２ｍ ２ｍ

塀Ｂの後退範囲に
伝建 ( 塀Ａ) 有り！

伝統的建造物の塀 伝統的建造物以外の塀

塀Ｂ
塀Ｃ

塀Ａ

塀Ａ

塀Ｂ 基準法緩和

現行法適用

基準法緩和

塀Ｃの後退範囲に伝建 ( 塀Ａ) 有り！
※路線ごとに判断

基準法緩和

昔からある狭い道

33322

昔からある狭い道

４
法の条項を緩和する場合は、
① 代替の安全対策
② 住宅⽤防災警報器など 及び 消⽕器の設置     が必要です

＋
緩和の対象

緩和対象とする
法の条項と
代替措置３

例えば、現行の法では、図１の塀Ｂ
（伝統的建造物等以外）は、道路中心線
より２ｍ後退が必要です。しかし、後退し
てしまうと、塀Ａ（伝統的建造物等）を壊
さなくてはいけません。

　そこで、伝統的建造物等以外の門・
塀・擁壁についても、法で道路後退が
必要な範囲内に伝統的建造物等がある
場合に限り、法が緩和されます。ただし、
緩和されるのは道路内の建築制限のみ
です。（法第 44 条）

⾨・塀・擁壁について法が緩和される場合（例）

図１

図２ また、図２の場合においても、塀Ｃ
（伝統的建造物等以外）の道路後退範囲
内に、塀Ａ（伝統的建造物等）があるた
め、塀Ｃについては道路内の建築制限
のみが緩和されます。（法第 44 条）

　ただし、塀Ｂは、道路後退により伝統
的建造物等を壊す恐れがないため、道
路後退が必要です。

・伝統的建造物等のある敷地における⾨・塀や擁壁 （ ）
・伝統的建造物等  

※伝統的建造物等がない敷地については対象になりません

※上記の条項以外は緩和できません

⼭路を登りながら

② 住宅⽤防災警報器など 及び 消⽕器の設置 について

　緩和の対象となる伝統的建造物等には、『① 代替の安全対策』とともに連動型の住宅用防災警報器
（ 　）などや消火器の設置が必要です。※専用住宅以外の建物の場合は、消防局との協議が必要です。

連動型の住宅用防災警報器とは？連動型の住宅用防災警報器とは？連動型の住宅用防災警報器とは？

火災等を感知した場合、感知した場
所だけではなく、他の部屋の警報器
が一斉に作動するものを言います

感知元

① 代替の安全対策について 抵触している条ごとに必要

必須

・道路内に建築物を建築し
ない

・延べ面積 500 ㎡を超え
1500 ㎡以下の建築物は､
準耐火建築物とする

・延べ面積 500 ㎡以下の木
造建築物は、外壁等を防火
構造とする

・準防火地域内にある２ｍ
を超える門･塀は、不燃材料
で造り、又は覆う

・外壁の開口部等に防火戸
等を設ける

けんぺいりつ
建蔽率

・都市計画等で定められた
建蔽率以下とする 現状の建蔽率や高さを超えな

い範囲で、改築等を行うこと
ができるようになります建築物の各部分の

高さの制限 （法第 56 条）

の制限 （法第 53条）

・斜線制限で定められた高
さ以下とする

・外壁、軒裏、屋根及び外部に面
した柱、梁を、準耐火構造とする

・住宅以外の建物（例：飲食店）
においては、厨房にスプリンク
ラー設備等を設ける

・外壁及び軒裏の仕上げを不燃
認定木材にする

・門の仕上げを金属板の上に厚
さ 12mm 以上の木材を張った
ものにする

・窓の建具を不燃認定木材とし、
ガラスを網入ガラスとする

準防火地域内の
建築物の制限
（法第 61 条） 外壁開口部への

防火設備の設置

門･塀の不燃化

道路内の建築制限 （法第 44 条）

法の緩和対象条項 法の基準 代替の安全対策（例示）

主要構造部
又は
外壁等の
防火措置



伝建物

伝建物
以外

代替の安全対策 一時猶予
先行設置

住宅用防災警報器など及び消火器

伝統的建造物本体への措置 

実施
既に設置

『代替の安全対策』 は

このタイミングで

実施しなくてもＯＫ！

『代替の安全対策』

を実施！

工事！

まずは 将来

工事！
工事しない！

伝統的建造物以外の⼯事を⾏う時 伝統的建造物の⼯事を⾏う時

伝建物
工事しない！

伝建物

代替の安全対策

住宅用防災警報器など及び消火器

伝統的建造物本体への措置 

11144

２

『代替の安全対策』 については、その他にも規定を設けています

新築・増築・改築
       ・⼤規模の修繕・⼤規模の模様替をする場合

建築住宅局 建築指導部 建築安全課
電話　078-595-6555　　FAX   078-595-6663

伝建条例について

伝統的建造物について

電話　078-322-5798　　FAX   078-322-6148
⽂化スポーツ局 ⽂化財課

② 住宅⽤防災警報器 など
    及び  消⽕器 の設置

① 代替の安全対策

建築基準法の緩和

建築基準法の
緩和なし

1 条例の概要

5 その他

お問い合わせ先

緩和の対象と
なる行為

　北野町山本通地区は、明治以来、外国人住宅としての洋風建築物や和風住宅が建てられ、独特なま
ち並みを形成してきました。この歴史的なまち並みを守るために、神戸市では、昭和 54 年に北野町山
本通地区を伝統的建造物群保存地区に指定し、建築年代の古い歴史的に重要な建築物や門・塀・石
垣などを伝統的建造物・必要物件（以下「伝統的建造物等」）に認定しています。

　伝統的建造物等は、その外観を維持するために現状維持又は復元修理するものとしていますが、現
行の建築基準法（以下「法」）に適合しないものが多く、それらに関して大規模な修繕等を行う場合には
現行法が適用され、歴史的な外観を保存し続けることが難しくなっています。

　そこで、歴史的なまち並みを保ちながら神戸らしい個性あるまちづくりを進めるために、法の制限を
緩和する条例（以下「伝建条例」）を制定しました。

神⼾市の北野町⼭本通地区の伝統的建造物等に限り、
建築基準法を緩和できることを定めた条例です

「神⼾市北野町⼭本通伝統的建造物群保存地区内における
建築基準法の制限の緩和に関する条例」について

神戸市広報印刷物登録  平成 29 年度 第 663 号

( 広報印刷物規格Ｂ‐ 1 類 )

平成 30 年 3 月発行 

伝建物
以外

伝建物
以外

　伝建条例で予め定める『代替の安全対策』と同等以上のものについて、特別に許可する制度も設
けます。許可の条件により、スプリンクラー設備等、別途消防用設備の設置が必要な場合があります。

　伝統的建造物等がある敷地において、伝統的建造物本体の工事を行わず、門･塀や小規模な付属
棟を改築等する場合などについては、伝統的建造物本体への『代替の安全対策』(3ｐ①)は、『住宅用
防災警報器などや消火器』(3ｐ②)の先行設置を条件に、一時猶予します。

① その他許可制度

② 伝統的建造物本体以外の⼯事を⾏う場合

KOBE city

KITANO cho

YAMAMOTO dori


